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序-2  日露戦後の日本経済  
－－－歴史的前提－－－

1900年代(1900-1910年)前後に日
 本は、産業革命を経験し、

さらに最後の帝国列強の仲間入
 りをすべく、植民地の領有と中
 国大陸における利権の獲得に乗
 り出していくことになった。

※図版は日本近代史研究会編『画報近代百年史』より引用
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経済の成長率の推移
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産業革命＝構造的な変動期

全般的には名目でも実質でも成長率の変動幅が大き
い

名目的に見れば、高水準の時期があるとはいえ、し
ばしばマイナス成長を記録する停滞期ともいうべき
様相
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産業革命期の経済構造の要点

1.
 

極東の綿製品市場に近接する位置と銀貨の持続的
 な低落に支えられた綿糸紡績業の急成長が産業発
 展の起動力

2.
 

アメリカ向け生糸輸出による国際収支の改善によっ
 て、産業化初期の国際収支の弱さをカバー

3.
 

政策金融などの上からの助成---生糸、綿糸
国際競争力の弱い重工業部門の育成
←軍事的な目的を重視した国営企業による製鉄・造

 船などの事業発展

→後進資本主義国としてまがりなりの工業国的な産業
 構造を定着させていく。



1000円年平均生産額
 

当年価格

工業生産
1874-

 
1883

1877-

 
1886

1882-

 
1891

1887-

 
1896

1892-

 
1901

1897-

 
1906

1902-

 
1911

1907-1916

食料品 91,594 107,468 132,539 176,233 300,871 439,646 592,343 771,421 

繊維 67,013 80,843 119,065 225,647 363,435 435,501 547,593 823,114

木材・木製品 13,064 14,088 12,960 15,309 30,375 46,251 55,281 65,924 

化学 45,727 48,186 48,709 66,412 98,700 139,955 195,032 283,609 

窯業 5,716 5,861 6,446 9,884 15,996 24,079 38,596 60,626 

鉄鋼 1,964 1,919 2,247 3,197 4,900 10,738 23,292 73,846 

金属 6,362 7,432 9,189 11,558 16,795 25,463 31,880 70,881 

機械 6,470 7,091 7,744 11,689 25,522 54,681 100,935 211,248 

印刷製本 726 991 1,328 1,870 4,181 9,143 16,910 31,842 

その他 14,574 16,560 19,720 28,171 42,968 58,652 79,249 105,456 

工業合計 253,211 290,439 359,946 549,971 903,743 1,244,109 1,681,112 2,497,966 

鉱業生産

非鉄金属 2,353 3,074 4,721 7,071 12,676 22,135 32,401 61,953 

石炭・亜炭 2,234 2,777 4,683 8,032 17,230 31,722 48,276 64,801 

石油 39 50 61 138 560 1,834 4,555 8,757 

公益事業

鉄道 1,283 1,610 3,984 10,589 27,163 52,828 85,260 129,856 

電力 0 0 261 802 2,257 4,473 11,593 37,222 



1877-1886
1882

 
-

 
1891

1882-1891
1887

 
-

 
1896

1887-1896
1892-

 
1901

1892-1901
1897

 
-

 
1906

1897-1906
1902

 
-

 
1911

Ⅱ→Ⅲ Ⅲ→Ⅳ Ⅳ→Ⅴ Ⅴ→Ⅵ Ⅵ→Ⅶ

工業平均 4.38 工業平均 8.85 工業平均 10.41 工業平均 6.50 工業平均 6.17 

鉄道 19.87 電力 25.21 電力 22.99 鉄鋼 17.00 電力 20.98 

石炭・亜炭 11.02 鉄道 21.59 鉄道 20.73 印刷製本 16.94 鉄鋼 16.73 

非鉄金属鉱業 8.96 繊維 13.64 印刷製本 17.46 機械 16.46 印刷製本 13.09 

繊維 8.05 石炭・亜炭 11.39 機械 16.90 電力 14.66 機械 13.04 

印刷製本 6.04 窯業 8.93 石炭・亜炭 16.49 鉄道 14.23 鉄道 10.05 

金属 4.34 機械 8.58 木材・木製品 14.69 石炭・亜炭 12.98 窯業 9.90 

食料品 4.28 非鉄金属鉱業 8.41 非鉄金属鉱業 12.38 非鉄金属鉱業 11.79 石炭・亜炭 8.76 

その他 3.56 その他 7.39 食料品 11.29 木材・木製品 8.77 非鉄金属鉱業 7.92 

鉄鋼 3.21 鉄鋼 7.31 窯業 10.11 金属 8.68 化学 6.86 

窯業 1.92 印刷製本 7.09 繊維 10.00 窯業 8.52 その他 6.20 

機械 1.78 化学 6.40 その他 8.81 食料品 7.88 食料品 6.14 

化学 0.22 食料品 5.86 化学 8.25 化学 7.23 繊維 4.69 

木材・木製品 (1.66) 金属 4.69 鉄鋼 8.07 その他 6.42 金属 4.60 

電力 木材・木製品 3.39 金属 7.76 繊維 3.68 木材・木製品 3.63 

産業分類別成長率の順位 %



日本と主要国との貿易差額
 

1901-11年

輸出超過923輸入超過1346

対先進国輸入超過
193

対後進国輸入超過
229

安藤良雄編「近代日本経済史要覧」（東京

 
大学出版会）

 

p.97より引用

‡
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産業革命期の日本の限界

資本主義国としては例外的ともいえるほど広大な農業部
門を抱え込んでおり、この農業部門の広さが、労働力市場
の特殊なあり方－一つのタイプとしての出稼ぎ型、低賃金労
働－を規定。

重化学工業部門－生産財生産部門－の自立性の不十分
さが、生産財の高い輸入依存度を不可避とし、国内の産業
発展の有機的な関連の欠如をもたらしていた。

貿易収支が赤字傾向にあり、金本位制の採用によって外
資導入の道が開けたとはいえ、外資依存度の上昇は経済的
な自立を脅かす危険があった。



明治末・大正初めの外債

安藤良雄編「近代日本経済史要覧」（東京

 
大学出版会）

 

p.9２より引用

‡



日本の対外債務

日露戦争

第一次大戦開始 関東大震災

岡崎哲二『工業化の軌跡』

 

p.25

 

より引用

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

国際収支の推移

 貿 易 収 支  外 資 輸 入
残 高

外 債 利 払 額  国 際 収 支  正 貨 所 有
高

1904 (52 ) 422 ( 131 )

1905 ( 167 ) 1 ,414 42 ( 326 ) 479

1906 5 1 ,337 52 ( 24 ) 495

1907 ( 62 ) 1 ,401 63 4 445

1908 ( 58 ) 1 ,459 53 ( 63 ) 392

1909 19 1 ,561 55 ( 4 ) 446

1910 ( 6 ) 1 ,777 63 ( 74 ) 472

1911 ( 66 ) 1 ,767 67 ( 100 ) 364

1912 ( 92 ) 1 ,859 72 ( 108 ) 351

1913 ( 97 ) 1 ,970 74 ( 100 ) 376

100万円
慢性的入超構造

正貨流失＝
累積債務危機



正貨保有額
 
1905-1914

•政府保有の正貨＝国債の発行による取得
•在外正貨という保有の形態

安藤良雄編「近代日本経済史要覧」（東京大学出版会）

 

p.93より引用

‡
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累積債務の危機

日露戦後に、多額の外国債
 の償還のために期待されて
 いた金銭賠償が講和交渉

 によって拒否されたため、
 外債の利払いなどの負担
 が加わって国際収支を圧迫、

 累積的な債務の発生を警
 戒しなければならない状況。

※日本近代史研究会編『画報近代百年史』より引用

‡



増大した国民負担

•外資への過度の依
 存による財政の硬

 直化を回避するた
 めに増税が強行さ
 れ、日露戦後には
 国民負担が急拡大
 する。

•財政拡大に厳しい
 制約が課せられ、

 そのために大陸進
 出をねらう軍部の軍

 備増強要求と厳し
 い対立を招く。

日
露
戦
争

安藤良雄編「近代日本経済史要覧」（東京大学出版会）

 

p.86より引用

‡



桂と西園寺

西園寺公望 桂太郎

海軍軍拡と西園寺内閣

この画像およびファイルは、著作権の保護期間が満了しているため

 

パブリックドメインで提供されています。

（ウィキペディアより）

‡

※武田晴人「帝国主義と民本主義」p.25より

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%91%E3%83%96%E3%83%AA%E3%83%83%E3%82%AF%E3%83%89%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%B3
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「桂園内閣期」

脆弱な国際収支の制約の下に

・紡績業ではすでに設備の過剰が恐慌期に顕在化し、
 企業の統合・合併が進み、産業成長が一段落

安藤良雄編「近代日本経済史要覧」（東京大学出版会）

 

p.96より引用

‡
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「桂園内閣期」

・地方都市に電鉄や電気事業の計画が叢
 生し、繊維以外の製造業でも堅調な企業

 計画が持続する

・政治的に見れば、軍部の政治力が強まり、
 同時に日露戦後に計画した「満州」（中国

 東北部）への侵略準備のための軍備拡張
 が財政面から民間企業の順調な発展を制
 約する条件となっていた。

→大正政変の背景としての軍備拡張計
 画と財源難
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